
［要約］

１ 本稿は、都道府県間における郵便の交流の特性と構造の変化を把握するために実施し

ている調査研究の中間報告として、通常郵便物の内訳の一部である第３種および第４種

郵便物を対象とした分析結果を紹介するものである。

２ 分析の要領は次のとおりである。分析データは、１９７３年以降３年おきに収集された

「あて地別引受郵便物数調査」の第３種郵便物等にかかるODデータを利用している。

これをオッズ比分解法により、発地・着地の属性に起因する要因（放出性と吸収性）と、

地域間の関係性に起因する要因とに分離抽出した。さらに、地域間の関係性については、

交流圏の導出、関係性要因の要因分析、および関係性要因全体の時系列変化を統計的に

検定した。また、発地・着地の放出性・吸収性については、その要因を統計的に検定した。

３ その結果、次のようなことが明らかとなった。

�１ 第３種郵便物等の潜在距離は地理的距離の対数で上限が設定されており、都道府県

間の社会・文化・歴史的なつながりによって短縮されていると考えられること

�２ 第３種郵便物等の交流圏は時点によって８から１３個の間で変化しているが、各交流

圏を構成する都道府県の数は時系列的に継続した大幅な変化がなかったこと

�３ 第３種郵便物等の都道府県を単位とした地域間の潜在構造は、対象とした１９７３年か

ら９７年までの３年おきのすべての調査時点で変化がみられたこと、また、郵政局を単

位としたブロック間では、一部安定した時期があったこと

�４ 第３種郵便物等にかかる発地の放出性および着地の吸収性の要因として、人口が双

方について時系列で一貫して有意に影響を及ぼすものであることがわかったこと、ま

た特定の産業が発信と受信に関して一貫した影響を示していること

４ 本稿に述べたものは郵便全体を対象とした分析の一部であることから、今後は、本稿

で明らかにした「オッズ比分解法の推定方法」などの課題を検討しつつ、残された郵便

物のデータ区分別の特性の把握、物流・電話トラヒック等他のメディア等との比較、郵

便サービス相互間の作用についての分析を更に進めることが必要である。
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　※地理的距離をもとにした分析�

は本研究で現在までに実施したもの、� は、未実施のもの�注：�
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交流圏（クラスター分析）�
潜在距離（要因分析等）　�

はじめに

現在、わが国においては高度情報化、少子・高

齢化、グローバル化が進展し、経済社会構造の変

化、都市と地方との格差の拡大が進んでいる。こ

のような中、国民生活に必要な情報・モノの交流

を支える基礎的通信・基礎的物品送達サービスで

ある郵便は、電気通信、宅配便等のサービスとの

競合の中においても、引受物数は平成９年度まで

の１０年間をみても年平均２．９％の伸びを示してい

る。

このような変化の中での郵便の利用における地

域特性を、他の競合するサービス等と比較分析し、

その特徴を明らかにしていくことは、郵便の位置

付け、役割を明らかにしていく上でも意義あるこ

とと考えられる。

このため、平成９年度から、郵便等の地域間交

流の状況から郵便利用の地域特性を明らかにする

ことを目的とする「郵便利用の地域特性に関する

調査研究」を「あて地別引受郵便物数調査」（郵

政省）のデータ等を分析することにより進めてい

る。

「あて地別引受郵便物数調査」は、１９４８（昭和

２３）年から実施され、１９６１（昭和３６）年以降は３

年に１度定期的に行われている。今回の分析では、

１９７３（昭和４８）年から最新調査データである１９９７

（平成９）年までの計９回のデータを利用して分

析を行っている。（以下、データおよび分析に関

する暦年は西暦の下２桁で表示する。）

この調査研究においては、郵便利用の地域特性

の分析に加え、郵便の種類別にみられる交流特性、

郵便の地域間交流に及ぼす他のネットワークの影

響等についても明らかにすることを試みる。この

ため、分析に当たっては、�１郵便全体としての分

析、�２郵便の種類別（把握データ区別ごと）の分

析に加えて、�３郵便の種類別相互間での影響の状

況、�４「人の移動」、「電話トラヒック」、「物流」

といった他の地域間移動、交流のネットワークと

の間に考えられる影響の状況といった地域間に存

在する複数のネットワークの関係を考慮してこれ

らの分析を行うこととして、樋口（１９９８a）で提

案された新たな分析手法である「オッズ比分解法」

を用いて、図１のような流れで調査研究を進めて

いる。

本稿では、上記�２の種類別分析のうち、第３種

郵便物および第４種郵便物（以下「第３種郵便物

等」という。）の都道府県間交流の構造分析の結

果について紹介する。分析に当たっては、オッズ

比分解法を用いて、発地・着地の属性要因と地域

間の関係性要因の分離抽出を試みたものであり、

抽出された関係性要因に基づく交流圏の特定およ

図１：郵便利用の地域特性に関する調査研究の概要
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び属性要因の要因分析を、都道府県データ（全国

４７地域）をもとに行った。

なお、データに使用した「あて地別引受郵便物

数調査」のうち、直近の９７年の調査概要を紹介す

ると、次のとおりである。

�１調 査 方 法 調査実施局において調査対象郵便

物の１日の引受物数をあて地ごと

に調査

�２対象郵便物 通常郵便物（普通、速達、書留、

電子郵便）

小包郵便物（一般、書籍、カタログ）

※ 書留は「書留情報システム」

のデータ（平成９年６月分）、

一般小包は「小包追跡システム」

のデータ（平成９年６月分）を活用

�３調査実施局 全国の差立区分事務を行う郵便局

（約５，０００局）

�４調査実施日 平成９年６月１７日（火）～１９日（木）

（郵便物の種類ごとに１日調査）

第３種郵便物等の都道府県間交流の構造分析

以下は、７３年から９７年まで９回の「あて地別引

受郵便物数調査」の結果のうち、第３種郵便物等

のデータを用いて、オッズ比分解法により構造分

析を行った結果である。

分析に利用したデータは、年間データではなく、

「あて地別引受郵便物数調査」において通常郵便

物のうちの第３種および第４種郵便物の１日物数

として把握されたものである。

分析の対象とした第３種郵便物等には次の区分

の郵便物が含まれる。

第３種郵便物（新聞・雑誌等のうち郵政省の認

可を受けた定期刊行物で一定の利

用条件を満たすもの）

第４種郵便物（通信教育のためのもの、盲人用

点字・録音物、農産種苗および学

術刊行物を内容とするもので、一

定の利用条件を満たすもの）

データは、各都道府県内（引き受けた郵便局が

そのまま配達を行う「自局区内」を含む。）での

発着（引受または配達）を含む縦横それぞれ４７地

域からなるOD表である。

１ オッズ比分解法による分析

樋口（１９９８a，b）によって開発されたオッズ

比分解法は、地理的距離に着目した既存の各種空

間相互作用モデルによる放出性、吸収性要因およ

び距離の影響力（弾性値）の推定あるいは予測か

ら一歩先へ進み、地理・社会・文化・歴史的要因

で構築されていると思われる地域間の結合構造を

多次元ユークリッド空間内の距離構造（以下、「潜

在構造」という。）として抽出することにより、

地域間の関係性と発地・着地の放出性・吸収性を

明確に分離抽出することを目的としたものである。

この方法は、村上（１９９８）の研究により、他の同

様なアプローチよりも、放出性・吸収性の決定要

因の影響力を正確に推定することが可能であるこ

とが、モンテカルロシミュレーションを用いて示

されている。したがって、この方法を利用するこ

とにより、放出性・吸収性要因の正確な導出と、

潜在構造の導出が可能となっている。

交流圏に関する研究にこの手法を用いれば、発

地または着地の社会・経済的属性に依存しない、

地域間の関係性のみにもとづく交流圏を抽出する

ことが可能である。地域と地域の関係性は一般に

長い年月をかけて築かれることから、一般的には

この交流圏は時系列的にみて比較的安定的なもの

と考えられるが、交流量を直接用いるQ―アナリ

シスや交流量を直接用いた場合のクラスター分析

などでは交流量の多い地点を中心に大きな交流圏

が導出されてしまい、日本を対象とした分析の場

合には「東京だけがほかの多くの地域と結合して
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交流量の変化�

発着地属性の変化�

関係性の変化（ネットワーク・インフラ効果）�

発地属性の変化�

着地属性の変化�

最適次元の決定�

10回試行により�
最適潜在構造を探索�

非対称性指標の計算�

非対称性指標及び�
潜在構造の制約のもとに�
放出性、吸収性を導出�

放出性・吸収性の要因分析�
（時系列）�

潜在距離の要因分析�
（地理的距離etc.）�

潜在構造のクラスター分析�
（交流圏の決定論的探索）�

潜在構造全体の時系列的変化の�
統計的検定�

潜在構造の部分構造の�
時系列的変化の統計的検定�

は現在までに本研究で実施�

いる」と判断されたり、ある時点で急激に一部の

地域の放出性や吸収性が変化した場合に、導出さ

れる交流圏が劇的に変化したことを示す結果が現

れる可能性が高い。このように、従来の手法には

地域と地域の関係性を含む要因の分析が十分にで

きないという問題があった。また、地域間の交流

状況の変化については、地域の社会経済状況が変

わらなくても、ある地点とその周辺の地域との交

流のためのインフラストラクチャーが急激に変化

した場合、その地点との交流量が急激に変化しう

る（図２）。このような場合にも、オッズ比分解

法を用いれば、従来の手法では十分でなかった関

係性要因の影響を計量的に抽出することが可能と

なる。その上で、その結果を用いたクラスター分

析により交流圏を導出するというプロセスをとれ

ば、関係性を反映した比較的安定的な交流圏が得

られると考えられる。

オッズ比分解法の手順を簡略に図３に示す。

２ 潜在構造

２．１ 最適次元数の決定

７３年から９７年まで３年おきの各年データを用い

て「シュワルツのベイズ情報量基準（SBIC）」に

よるモデル選択から、最適次元数決定のための予

備分析を行った。次元数を２次元から１つずつ上

げていき、各次元で１回推定を行い、SBICが大

きくなれば次の年次に移り、前の年次において最

後に推定された次元数の３つ前の次元から推定を

行うという方法で最適次元数の目安を付けた。最

適次元数は、各年ごとに分析結果のSBICの係数

が最も小さくなる次元を採用するが、結果は表１

のとおり４次元と５次元が現れた。

次に、最適次元数が４次元または５次元である

ことを確認するために、各年次の最適潜在構造を

図２：交流量の変化の要因

図３：オッズ比分解法の手順の流れ
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表１：最適次元数の仮決定（SBICの値）

年 ２次元 ３次元 ４次元 ５次元 ６次元

７３ １１６１６．４６２５３ １０７７５．３３２１９ １０６０５．９７５０３ １０６６３．４５７６７

７６ １１７８２．０９３８２ １０８７７．０３０６６ １０６４２．９０３１４ １０６６７．４４５７６

７９ １１５６６．０７９７２ １０５５９．２２１３３ １０３７３．６５４８０ １０３６５．１５４１４ １０５１８．２３００４

８２ １０９７７．３０６７２ １０６２８．５６７０８ １０６０１．８４３６９ １０７６５．０９２７９

８５ １０６８５．９２０６８ １０４３２．９２４５４ １０４６５．０７１７２

８８ １２０９７．２６１５８ １０９９６．２５３２０ １０８１２．５０８４１ １０９１４．０００４８

９１ １１５８６．１１９６９ １０５６０．４１１３２ １０３３６．２２２８９ １０３５８．０８９７２

９４ １１３２８．１６０６２ １０６１４．７４６８６ １０４０３．２１３８４ １０４６７．００９０２

９７ １１６３５．２５１２５ １０６７６．０６７１２ １０４０１．０６２７６ １０３８２．４４１１１０ １０４８６．８５１２１

表２：最適解の計算結果（SBICの値）

年 ３次元 ４次元 ５次元 ６次元

７３ １０７７３．４２９２１ １０５９３．０９３４２ １０６６３．４５７６７ １０８４６．１４８５５

７６ １０８６３．９４２０７ １０６３６．６８８３４ １０６６７．４４５７６ １０８３４．９４４９６

７９ １０５５３．４８６７８ １０３１９．９１１３６ １０３６１．８６０２８ １０５１０．６３３９９

８２ １０７８７．４４９３９ １０５５８．３９５５１ １０６０１．８４３６９ １０７６４．２２１４４

８５ １０６２０．３７４４１ １０４２３．２６２３４ １０４５７．５５３７４ １０６１７．４９９０１

８８ １０９７５．３４５０３ １０８１２．５０８４１ １０９０９．８５６０６ １１１００．６４５４３

９１ １０５５２．９６８０６ １０３２７．１５６１５ １０３５８．０８９７２ １０５３７．４８２０８

９４ １０５６５．４１６３０ １０３９６．５６７１４ １０４６７．２６２５９ １０６５０．２０７３５

９７ １０６９４．２４０４４ １０３９０．０３８１８ １０３５１．２１９６４ １０４８０．９１８４７

図４：最適解の計算結果（SBICの値）
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３、４、５および６次元で求めた。最適解は、最

適次元の仮決定と同様にSBICを基準として求め

た。今回は、初期値を変更して解を１０回推計した。

最適解を求めた結果は、表２に示すとおりであり、

最適次元数も７９年から９４年までは４次元、９７年は

５次元であることが確認できた。

今回のようにサンプル数の多いデータセットで

最適次元構造の探索をする場合には、樋口、島根

（１９９８）においてSBICがやや少なめの次元で最

小になる傾向のあることが指摘されている。そこ

で、まず表２のデータをグラフ化してみると、図

４のようになっていた。

これをみると、各年の３次元および６次元の

SBICの値はそれぞれの最適次元である４次元ま

たは５次元の値から比較的乖離しているが、４次

元または５次元では比較的近接していることが分

かる。これらのことから、今回は９７年にあわせて

５次元を最適次元とし、そのモデルを以後の分析

に採用することとした。

２．２ 潜在構造の視覚化

本節では、第１次元および第２次元の値からみ

た潜在構造の変化をみる。最適次元数は先に述べ

たように各年とも５次元を選択したところである

が、２次元のほうがイメージが捉えやすいことか

らこのような方法をとることとした。まず、最初

に同定された２次元での東京都と各道府県との相

対的な距離および位置関係の変化を、それぞれの

県について各調査年の値を順次ベジェ曲線で結ぶ

こととし、９時点すべてについて東京都を原点の

位置に固定してみることとした。その結果、図５

のようなグラフとなった。この表示方法は、分散

の大きな第１次元と第２次元を利用していること

から、５次元のすべての値によって決定される位

置関係を完全には表していないものの、大体の位

置関係は表現できているものと思われる。

原点（東京都）に近い位置には神奈川県、愛知

県、兵庫県、大阪府、静岡県、千葉県などがある。

図５の全体をみると、縦軸より右の位置では、右

端の位置に東北の各県と信越２県がまとまってお

図５：各都道府県の潜在構造（２次元）における位置の推移

５０郵政研究所月報 １９９９．２
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り、そこから横軸上に東京に近い位置に北海道を

含んだ関東の各県が、またそこから縦軸方向に上

ると北陸３県がそれぞれのまとまりを作っている。

縦軸の原点から上のほうには東海の各県が、また、

縦軸の左の位置にはそれぞれ近畿、中国、四国、

九州、沖縄の各府県がほぼそれぞれの地方別にま

とまっており、近畿、中国、四国の各府県は東京

からの地理的距離ともほぼ同様な位置関係になっ

ている。沖縄県が九州とまとまっている。時系列

での変化が大きく、一部の年次で各地方のまとま

りから離れた府県が見受けられる。

２．３ 潜在距離の特徴

５次元すべてで得られる潜在距離を求めた上で、

潜在距離がどのように変化しているかを地理的距

離（注１）との関係などからみた。

まず潜在距離の全国平均と、都道府県別の他の

都道府県との潜在距離の単純平均からみた。全国

平均の潜在距離は７６年に短くなり、７９年には長く

なって、それ以降９４年まで短くなった後、９７年は

図６―１：潜在距離の全国平均

図６―２：潜在距離の全国平均の標準偏差

（注１） 地理的距離は、各都道府県庁所在地間の直線距離を使用している。

５１ 郵政研究所月報 １９９９．２
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長くなった（図６―１）。第３種郵便物等の潜在構

造は収縮（７３―７６）、膨張（７６―７９）、収縮（７９―９４）、

膨張（９４―９７）というパターンで変化しており、

その標準偏差をみると、７３年の値に比べて９７年の

値が小さくなっていた（図６―２）。都道府県別に

潜在距離の単純平均をみると、時系列全体で長い

のは島根県と岩手県であるが、７３年には山形県が、

７６年と７９年には鳥取県が、９１年には宮崎県が長く

なっていた。また、短いのは東京都、大阪府、奈

良県、京都府および神奈川県であるが、８２年から

岡山県が、８５年から埼玉県が、また最近では愛知

県が短くなっている。宮城県を始めとする多くの

県で潜在距離の短縮が顕著なものであることも判

明した（図７）。

次に、関係性指標を地理的距離および隣接性で

対数化重回帰分析したところ、表３の結果を得た。

図７：潜在距離の単純平均（都道府県別）

表３：関係性の分析結果（地理的距離との関連）

年次 定 数 項 地理的距離 隣 接 性 修正済みRSQ

７３ －０．７４７６５＊＊ －１．００９７８＊＊ ０．０７５０７ ０．３２９６４

７６ －０．６９０７５＊＊ －０．９８４７２＊＊ ０．００９７４ ０．３１６８５

７９ －０．６６２２５＊＊ －１．００１７４＊＊ －０．０３７６８ ０．３１０８５

８２ －０．６４２０１＊＊ －０．９９２８６＊＊ －０．０４６７１ ０．３２９９５

８５ －０．１２９６６ －１．０５３６７＊＊ ０．０４６１１ ０．３６７６０

８８ －０．７２７７７＊＊ －０．９１２４５＊＊ －０．０５４２１ ０．２５０４０

９１ －０．２０１５７ －０．９８８１４＊＊ ０．０２８４３ ０．３１９７４

９４ －１．２５８６５＊＊ －０．７５９０９＊＊ ０．０００２１ ０．１６５２４

９７ －０．９２０７２＊＊ －０．８４７９６＊＊ ０．１０１３３ ０．２５５２２

＊＊：１％有意水準。

５２郵政研究所月報 １９９９．２
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修正済み決定係数は１６％から３７％、距離弾性値は

－０．７５から－１．０６の間であった。つまり、関係性

のうち地理的距離、隣接性という純地理的要因で

説明可能な部分は、約２０％から４０％弱であり、関

係性の約６０％以上は他の要因によって説明されね

ばならないものであることが判明した。このこと

は、社会・文化・歴史的な地域間関連を考慮する

必要性が非常に大きいと解釈できる。また、地理

的距離の弾性値が約－１ということから、地理的

距離が長くなるのと同じように関係性は弱くなる

ということがわかる。なお、９４年における分析結

果は他の年とかなり違う結果が出ている。

さらに、潜在距離と地理的距離との関係を全時

点についてみるため、横軸に対数化した実際の地

理的距離をとり、縦軸に５次元すべてで得られた

潜在距離をとってみると、図８のような結果を得

た。

図８に示すとおり、潜在距離と地理的距離の関

係は右上がりのまとまりとして表されていること

からも密接な関係があるといえる。特に、この固

まりの上側に沿って右上がりの直線が接するよう

な形となっていることが視覚的にわかる。つまり、

潜在距離は地理的距離の対数で上限が設定されて

おり、都道府県間の社会・文化・歴史的なつなが

りによって短縮されていると考えられる。

なお、樋口、田村、小原（１９９８b）で既に分析

結果をまとめた通常郵便物全体でも同様に上限線

が認められた。今回の結果と比較すると、第３種

郵便物等の上限線のほうが右上がりの傾斜が急で

あった。これは、同じ地点間で比較すると通常郵

便物全体よりも第３種郵便物等の潜在距離のほう

が長いということを表しているものである。

２．４ クラスター分析による交流圏の導出

求められた５次元での最適潜在構造にクラス

ター分析を用いて、都道府県を単位とする交流圏

の導出を行った。

この分析においては、発見された各クラスター

が一様な凝集性を示す最長距離法を用いた。導出

される各年次のクラスター分析結果を時系列で比

較するためには、クラスターの選択基準を統一し

ておく必要がある。そのため、ここでは、クラス

ター凝集過程において導出される係数の階差をと

り、その値が大きくジャンプしている近辺にある

図８：潜在距離と地理的距離の関係（９時点全体）

５３ 郵政研究所月報 １９９９．２
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関係性指標Rijを採用することとし、分析を進めた。

その結果の例をグラフでみると図９のように

なっている。棒グラフは各係数の値で左側の目盛

りを使用し、折れ線グラフはその階差で右側の目

盛りを使用する。この場合、各係数の値は潜在距

離の二乗の値を示しており、例えばRijが１０００分の

１（＝０．００１）であれば、グラフの左目盛りは１０００

の平方根―１＝３０．６２となる。各年次において近辺

に顕著なジャンプの見られるのはRij＝１０００分の１

であることから、この選択基準を採用することと

したが、すべての年次でジャンプがみられること

からこの選択は妥当なものと考えられる。した

がってこれを境として、それまでに結合したもの

を交流圏とした。同じ基準を設定しているので、

時系列でこれらを比較することが可能となってい

る。その結果、表４のように各年の交流圏の数が

確認できた。

交流圏に、それぞれＡ～Ｏと符号を付して各都

道府県の属する交流圏を表示すると、表５のよう

になる。

確認できた交流圏のうち主なものは９個ある。

それぞれ、

Ａ：東北地方

Ｂ：関東地方（東京・山梨を除く）

Ｃ：東京・山梨および東海地方

Ｄ：北陸地方

Ｅ：近畿・中国地方の瀬戸内海側

Ｆ：中国地方の日本海側

Ｇ：四国地方

Ｈ：九州地方および沖縄

符号は入り交じっているが多くの時点で結合の

みとめられるもの：信越地方

の各県を中心として９時点すべてで確認された。

ただし、７６年については、Ｂが東海・近畿・中国

の一部と結合し、また、８５年についてはＤが近畿

の全府県および岡山県と結合した大きな交流圏を

形成している。北海道や和歌山県のように安定的

な交流圏を形成しない県についてみると、近隣の

府県と小さく結合したり、様々な交流圏との結合

を繰り返していることがわかる。

また、表６のようにすべての時点でグループ化

して交流圏の一部を形成している都道府県は２２府

図９：クラスター凝集過程における係数の階差による選択基準の採用

表４：都道府県を単位とした交流圏数

７３年 ７６年 ７９年 ８２年 ８５年 ８８年 ９１年 ９４年 ９７年

交流圏数 １３ １０ ９ ９ ９ ９ ８ ８ ８

５４郵政研究所月報 １９９９．２
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表５：都道府県別所属交流圏（７３年～９７年）

管 内 別 府 県 別 １９７３ １９７６ １９７９ １９８２ １９８５ １９８８ １９９１ １９９４ １９９７

北 海 道 北 海 道 Ａ Ｉ Ｉ Ａ Ａ Ｄ Ｅ Ｂ Ｊ

東 北

山 形 Ｉ Ｉ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｅ Ａ Ａ

青 森 Ａ Ａ Ｉ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

岩 手 Ａ Ａ Ｉ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

宮 城 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

秋 田 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

福 島 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

関 東

茨 城 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

栃 木 Ｂ Ｊ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

群 馬 Ｊ Ｊ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｊ

千 葉 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

埼 玉 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｅ Ｅ Ｂ Ｃ

神 奈 川 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｅ Ｅ Ｂ Ｃ

山 梨 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｋ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ

東 京 東 京 Ｅ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｅ Ｅ Ｂ Ｃ

東 海

静 岡 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

愛 知 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

岐 阜 Ｃ Ｄ Ｄ Ｃ Ｌ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

三 重 Ｃ Ｄ Ｃ Ｌ Ｌ Ｃ Ｃ Ｌ Ｃ

信 越
新 潟 Ｊ Ｊ Ｂ Ｄ Ｂ Ｄ Ｂ Ｂ Ｊ

長 野 Ｃ Ｊ Ｂ Ｄ Ｂ Ｄ Ｂ Ｃ Ｃ

北 陸

富 山 Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

石 川 Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

福 井 Ｄ Ｄ Ｄ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ

近 畿

滋 賀 Ｅ Ｅ Ｄ Ｌ Ｄ Ｅ Ｃ Ｌ Ｃ

京 都 Ｅ Ｂ Ｃ Ｃ Ｄ Ｅ Ｅ Ｇ Ｃ

大 阪 Ｅ Ｂ Ｃ Ｃ Ｄ Ｅ Ｅ Ｇ Ｃ

奈 良 Ｅ Ｂ Ｃ Ｃ Ｄ Ｅ Ｅ Ｇ Ｆ

兵 庫 Ｅ Ｅ Ｃ Ｅ Ｄ Ｅ Ｅ Ｇ Ｈ

和 歌 山 Ｌ Ｌ Ｃ Ｌ Ｄ Ｌ Ｇ Ｌ Ｆ

中 国

岡 山 Ｅ Ｅ Ｅ Ｅ Ｄ Ｅ Ｅ Ｇ Ｃ

広 島 Ｅ Ｂ Ｅ Ｅ Ｆ Ｅ Ｇ Ｇ Ｆ

山 口 Ｅ Ｅ Ｅ Ｅ Ｆ Ｅ Ｇ Ｇ Ｆ

鳥 取 Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｇ Ｆ Ｆ

島 根 Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｆ Ｇ Ｆ Ｆ

四 国

徳 島 Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ

香 川 Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ

愛 媛 Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ

高 知 Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ Ｇ

九 州

福 岡 Ｍ Ｈ Ｅ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

佐 賀 Ｍ Ｅ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

長 崎 Ｍ Ｅ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

熊 本 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

大 分 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｎ Ｈ Ｈ

宮 崎 Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ

鹿 児 島 Ｏ Ｈ Ｈ Ｈ Ｈ Ｃ Ｈ Ｈ Ｈ

沖 縄 沖 縄 Ｏ Ｈ Ｅ Ｈ Ｈ Ｃ Ｈ Ｈ Ｈ
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県ある。

交流圏の規模の推移を、交流圏に属する都道府

県数の変化からみると、一時的に交流圏を移動す

る都道府県はあっても、継続して多数の県が入り

続けたり抜けている交流圏はないことから、ほぼ

同一の規模を維持している交流圏が多い。規模が

変化している場合は、北海道、南関東、信越、近

畿または中国地方の府県がどの交流圏に所属する

かということが大きな原因となっている。また７６

年、７９年、８５年、９４年および９７年には１０府県以上

が結合した大きな交流圏ができているが、それら

にはすべて近畿地方の数県が属しており、これに

７６年、７９年および９７年の場合はほぼ関東・東海地

方の数県が結合し、８５年の場合は北陸地方および

岡山県が結合し、９４年の場合には中国地方の瀬戸

内海側の各県と四国地方全県が結合している。

２．５ 潜在構造の変化の統計的検定

時系列で、第３種郵便物等について地域間交流

の潜在構造の全体構造に変化があったかを統計的

に分析した。クラスター分析では、オッズ比分解

法によって推定された潜在構造が誤差のないもの

として決定論的に交流圏を導出したが、推定され

た潜在構造は本来推定誤差を伴うものであり、ク

ラスター分析の結果は潜在構造内の部分構造の一

次的な近似でしかないものである。そこで、以下

の分析では、潜在構造全体が有意に変化している

かを検定することにする。つまり、基準年の座標

を比較年の座標とすることができる、という仮説

が統計的に有意に棄却されれば変化があったとし、

棄却されなければ変化はないものとする。結果は

表７のとおりであり、すべての時点間において棄

却域５％の水準で有意な構造の変化があったこと

がわかった。

このことは、前述のクラスター分析の結果につ

いて「安定している交流圏が多くを占めている」

とみたが、全体としてみた場合には、それとは

違って有意に変化しているということになる。一

見全く異なる結果のように見受けられるが、郵政

局（全国を１２区域に区分）の管内を単位として行っ

た同様の分析の結果（表８）と比較してみると、

解釈可能な部分が出てくる。つまり、管内単位の

分析では有意な構造変化が生じていない年が若干

あることから、これらの結果を比較することによ

り、管内単位でみた場合には全体構造が安定して

いる年があるにもかかわらず、管内の中の都道府

表６：すべての時点で同一のグループを形成している都道府県

都道府県名 構成県数

青森、岩手 ２

宮城、秋田 ２

埼玉、神奈川 ２

静岡、愛知 ２

富山、石川 ２

京都、大阪 ２

鳥取、島根 ２

徳島、香川、愛媛、高知（四国） ４

佐賀、長崎 ２

熊本、宮崎 ２
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県間の潜在構造が変化したため、都道府県単位の

潜在構造の統計的検定では、それらの変化が集積

して大きなものとなったので、全体構造が顕著に

変化していると検定された部分もあると考えられ

る。

クラスター分析により管内とほぼ同じ安定した

クラスターが発見されていることから、クラス

ター分析で発見された潜在構造の中の部分構造、

クラスターが統計的に有意に変化しているかにつ

いて、今後、引き続き研究することが必要である。

また、都道府県間の潜在構造の変化の分析におい

ては、確率分布のパラメータの推定上の問題もあ

るようであり、その影響も含めて、今後さらに研

究を進めていく必要がある。

表８：管内を単位とした潜在構造全体の変化（棄却域５％の水準）

基準年

比
較
年

１９７３ １９７６ １９７９ １９８２ １９８５ １９８８ １９９１ １９９４ １９９７

１９７３ ０．０４３ ０．３００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９７６ ０．０１４ ０．０００ ０．０００ ０．０８４ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９７９ ０．０１８ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９８２ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．００４ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９８５ ０．０００ ０．０２８ ０．０００ ０．００１ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９８８ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０２７ ０．０００ ０．０００

１９９１ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．００８ ０．０００ ０．００２

１９９４ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９９７ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．００１ ０．０００

注：網掛け部分は、棄却域５％の水準で有意に異なることを示している。

例えば、７３年と９７年との間では、棄却域５％の水準で有意に異なる（構造変化がある）ことに

なる。

表７：都道府県を単位とした潜在構造全体の変化（棄却域５％の水準）

基準年

比
較
年

１９７３ １９７６ １９７９ １９８２ １９８５ １９８８ １９９１ １９９４ １９９７

１９７３ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９７６ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９７９ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９８２ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９８５ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９８８ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９９１ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９９４ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

１９９７ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００ ０．０００

注：網掛け部分は、棄却域５％の水準で有意に異なることを示している。

例えば、７３年と９７年との間では、棄却域５％の水準で有意に異なる（構造変化がある）ことに

なる。
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３ 各都道府県の放出性と吸収性

３．１ 概要

オッズ比分解法によって得られた都道府県別の

放出性および吸収性の推移は、図１０および図１１に

示すとおりであった。なお、それらの大きさ（そ

れぞれの地域の属性からみた放出性および吸収性

の強さ）は各年において全国平均の値が１になる

ように基準化している。

まず、放出性については、調査の９時点すべて

において東京都が最も大きく、次いで時系列で見

ると大阪府が続いている。７３年と８５年以後は岡山

県も大きい値を示している。東京都は一貫して１０

を上回っており、７９年に２０近くまで大きくなり８２

年に２０を超えたあと１５前後を推移し、９７年には３０

近くまで急上昇した。大阪府は９１年に５を超えて

いるがその前後は３から５程度の間を推移してい

る。岡山県は７６年に下降し８５年に急上昇を示した

後９４年に５を超えているがその前後は３から５程

度の間を推移している。大阪府が若干の下降を見

せる７６年、８５年、８８年、９４年および９７年のうち、

図１０：放出性の変化

図１１：吸収性の変化

５８郵政研究所月報 １９９９．２



９７年を除く各年では、神奈川県または愛知県が比

較的大きな上昇となっている。

吸収性の大きさの順位については、調査時点に

よって大きな変動がみられる。調査年別の第１位

を管内の代表とした府県でみると、表９のように

北海道、神奈川、福岡および愛知の各都道府県が

ある。

この放出性、吸収性の大きさは、郵便の引受物

数および配達物数と比例している可能性もあるこ

とから、９７年の「あて地別引受郵便物数調査」結

果の第３種郵便物等について、引受数および配達

数の都道府県別のシェアを示す。上位３県をまと

めた表１０と上記を比較してみると、東京都の比率、

県別の順位などで異なる結果となっていることが

わかる。

つまり、引受郵便物数と配達郵便物数は、潜在

構造の影響も含むものであり、一方、オッズ比分

解法によって求められた放出性、吸収性は純粋に

発地・着地の属性によって決定されているもので

あるため、この相違が生じたものと考えられる。

放出性、吸収性が全国平均（この場合は１）を

上回っている都道府県の数はそれぞれ表１１のとお

りである。

放出性については、全国平均を上回っている県

の数が９７年に若干小さくなっているが、他の各年

には大きな変化がみられない。吸収性については

７６年に小さくなり、７９年に大きくなっている。９

時点のすべてで全国平均を上回っている県は、放

出性では東京都および大阪府の２県であり、吸収

性では千葉県、新潟県、愛知県および福岡県の４

県となっている。通常郵便物全体では放出性およ

び吸収性ともにすべての時点で全国平均を上回っ

ている都道府県が５つ存在したが、第３種郵便物

等では確認できなかった。

表９：吸収性指標の大きい都道府県

７３年 ７６年 ７９年 ８２年 ８５年 ８８年 ９１年 ９４年 ９７年

第１位 北海道 神奈川 北海道 神奈川 福 岡 愛 知 愛 知 愛 知 神奈川

第２位 広 島 北海道 東 京 北海道 東 京 北海道 福 岡 福 岡 北海道

第３位 福 岡 福 岡 広 島 福 岡 北海道 福 岡 神奈川 東 京 福 岡

表１０：引受郵便物および配達郵便物の都道府県別シェア

（９７年：第３種郵便物等） 単位：％

順位
引受郵便物数 配達郵便物数

県 名 物数割合 県 名 物数割合

第１位 東 京 ７７．４ 東 京 ２３．３

第２位 京 都 ４．６ 大 阪 １３．２

第３位 大 阪 ２．９ 神奈川 ５．４

表１１：放出性、吸収性が平均以上の都道府県の数

７３年 ７６年 ７９年 ８２年 ８５年 ８８年 ９１年 ９４年 ９７年

放出性 ８ ９ ８ ８ １０ ９ ７ ８ ５

吸収性 ２１ １５ ２６ ２１ ２３ ２１ １９ １９ １７
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３．２ 放出性および吸収性の分析

本節では、分離抽出された放出性および吸収性

の要因分析を行うが、その前に、従来の対数化重

回帰モデルによる非分離型の要因分析では、計量

地理学で長い間議論されてきた「地図パターン問

題」により、要因のパラメーターが過大評価され

ている可能性が強いことを示しておく。

要因分析にかける変数は、都道府県別の人口、

人口密度、人口一人あたりの県民所得、人口一人

あたりの産業別事業所数である。（注２）

DG：地理的距離 ADJ：隣接性

POP：人口 AREA：面積

INC：県民所得 FIRM：事業所数

FIRMの１から１１は、それぞれ次の各業種を表す。

１：農林水産業、２：鉱業、３：建設業、４：製

造業、５：卸売業・小売業、６：金融・保険業、

７：不動産業、８：運輸通信業、９：電気・ガ

ス・水道業、１０：サービス業、１１：公務

対数化重回帰分析では、通常、以下の式を用い

て要因分析が行われる。

lnTij＝α０＋α１lnDGij＋α２ADJij＋β１lnPOPi

＋β２lnPOPj＋β３ln（POPi／AREAi）

＋β４ln（POPj／AREAj）

＋β５ln（INCi／POPi）＋β６ln（INCj／POPj）

＋�
k
θlkln（FIRMki／POPi）

＋θ２kln（FIRMkj／POPj）＋εij

これと比較可能な形で、分離抽出された関係性

要因と属性要因（全体平均、放出性、吸収性の積）

の説明力を調べるためには次の式を用いる。

lnTij＝a０＋a１lnRij＋a２ln（kAiBj）＋υij

この二つの式におけるパラメーターを推定して

各変数の寄与率を算出し、前式の地理的要因の変

数（地理的距離と隣接性）の寄与率を合わせたも

のと、属性要因を表す属性変数の寄与率を合わせ

たものを、それぞれ前者は後式の関係性要因の寄

与率と、後者は同じく属性要因の寄与率と比較す

る。各寄与率をグラフで示したものが図１２―１お

よび図１２―２である。関係性要因の寄与率は４２％

から５２％ほどであり、属性要因の寄与率は２９％か

ら４４％、残差は１２％から１９％である。一方、地理

的要因の寄与率は１７％から２６％ほどでしかない。

また属性変数の寄与率は４１％から５１％もあり、残

差は２７％から３４％もある。これらを比較すると、

２．３節でも述べたように、地理的要因では関係性

要因のうちの４０％程度しか捉えられていないこと

がわかる。この残りの６０％（全体の２５％）ほどが

前式の推定においてすべて残差へ回っていれば、

属性変数のパラメーターの過大推定は起こってい

ないことになる。しかし、残差は約１５％ほどしか

増加しておらず、残りの１０％ほどが属性変数で説

明されてしまっている状態である。つまり、属性

変数のパラメーターは過大評価されていると考え

られるのである。

この図１２―１におけるもう一つの発見は、発地

の属性要因の寄与率が着地の属性要因の寄与率の

２倍から５倍程度あることである。第３種郵便物

等の交流量は発地の要因が非常に大きいことが判

明した。

以上から、要因分析は分離された属性要因を対

象として次の式に基づいて行うことにする。

（注２） 説明変数として用いたデータの出所および統計データが存在しない時点の推計方法については次のとおりである。
・人 口 総務庁「国勢調査」、同「推計人口」
国勢調査実施の年は同調査の結果。未実施の年は推計人口

・事業所数 総務庁「事業所統計調査」
調査実施の年は同調査の結果、未実施の年は必要となる時点の前後２回の同調査の結果から直線補間して推計した。

・県民所得 経済企画庁「県民経済計算」
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図１２―１：関係性要因と属性要因の寄与率 図１２―２：地理的要因と属性変数の寄与率

表１２：放出性・吸収性の要因分析結果

間接法

放出性

年次 人口
１人当
たり県
民所得

人口

密度

人口１人当たりの事業所数
定数項

農林水産 鉱 建設 製造 卸売小売 金融保険 不動産 運輸通信 電・ガ・水 サービス 公務

７３年 ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ ＋ －－

７６年 ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ －－ －－ － ＋＋ －－ －－ －－ ＋＋ ＋＋

７９年 ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ ＋＋ ＋ ＋＋ －－ －－ －－ ＋＋ ＋＋ －－

８２年 ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋ －－ －－ ＋＋ ＋＋ －－ ＋ ＋＋ －－

８５年 ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ －－ ＋＋ ＋＋ ＋＋ － －－ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－

８８年 ＋ ＋＋ －－ －－ －－ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋

９１年 ＋＋ －－ －－ －－ －－ ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋ ＋＋ －－

９４年 ＋＋ ＋＋ －－ －－ －－ －－ ＋＋ －－ ＋＋ ＋＋ －－ －－

吸収性

年次 人口
１人当
たり県
民所得

人口

密度

人口１人当たりの事業所数
修正済RSQ サンプル数

農林水産 鉱 建設 製造 卸売小売 金融保険 不動産 運輸通信 電・ガ・水 サービス 公務

７３年 ＋＋ －－ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ ０．６５７７５３ ２２０９

７６年 ＋＋ －－ ＋＋ ＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ －－ ０．６８５２４８ ２２０９

７９年 ＋＋ － ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋ ＋ －－ －－ ０．７５２２２９ ２２０９

８２年 ＋＋ －－ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋ －－ －－ ０．７３６１１８ ２２０９

８５年 ＋＋ －－ ＋＋ －－ －－ ＋＋ － ０．５５７６７７ ２２０９

８８年 ＋＋ ＋＋ ＋ ＋＋ ＋＋ －－ ０．５９９９９５ ２２０９

９１年 ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ ＋＋ －－ ＋＋ －－ －－ ＋＋ ＋ － ０．６０４７０８ ２２０９

９４年 ＋＋ ＋＋ ＋＋ － －－ －－ －－ ＋＋ － ０．５２７６９４ ２２０９

＋＋、－－：１％有意水準

＋、 － ：５％有意水準
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ln（kAiBj）＝α０＋β１lnPOPi＋β２lnPOPj

＋β３ln（POPi／AREAi）

＋β４ln（POPj／AREAj）

＋β５ln（INCi／POPi）

＋β６ln（INCj／POPj）

＋�
k
θlkln（FIRMki／POPi）

＋θ２kln（FIRMkj／POPj）＋εij

要因分析の結果は、表１２のとおりである。参考

までに、直接法（非分離型の推定）での結果と間

接法（分離型の推定）での結果を示すと図１３―１

～６のようになっており、両者の結果は明らかに

大きな差が生じている。

以下、表１２に基づき間接法の結果を検討する。

まず、放出性については、

�１ 人口が一貫して有意な説明変数であると考え

られる。

�２ 人口１人当たりの県民所得がほとんどの時点

でプラスの有意な説明変数であると考えられる。

�３ 人口１人当たりの事業所数のうち金融・保険

業が一貫して、また公務がほとんどの時点でプ

ラスの有意な説明変数であると考えられる。ま

た、製造業もプラスに働いていると考えられる。

�４ 人口１人当たりの事業所数のうち鉱業および

建設業が一貫してマイナスの有意な説明変数で

あると考えられる。また、運輸通信業もマイナ

スに働いていると考えられる。

吸収性については、

�１ 人口が一貫してプラスの有意な説明変数であ

ると考えられる。

�２ 人口１人当たりの事業所数のうち農林水産業、

鉱業および建設業がほとんどの時点でプラスの

有意な説明変数であると考えられる。

図１３―１：発地の人口の効果 図１３―３：発地の１人当たり県民所得の効果

図１３―２：着地の人口の効果 図１３―４：着地の１人当たり県民所得の効果
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�３ 製造業および公務はマイナスに働いていると

考えられる。また所得もほぼマイナスに働いて

いると考えられる。

つまりこれらを寄与率などとともに総合的に判

断すれば、第３種郵便物等は所得の高い地点から

所得の低い地点へと発生しており、金融・保険業、

公務、製造業または卸売小売業を送信者として、

農林水産業、鉱業、建設業または卸売小売業を受

信者としていると考えられるのである。卸売小売

業が双方に入っているので、卸売小売業の産業内

部における広い意味での情報伝達の一部として第

３種郵便物等の大部分を占める第３種郵便物を利

用している可能性も推測される。

なお、これらの要因分析においては、対象とし

た第３種郵便物等の内容が先にも紹介したとおり

一定の条件を満たす定期刊行物等であることから、

その利用の仕組みや実態なども勘案して、さらに

検討を進めることが必要であると考える。

分析結果の要旨等

今回分析を行った結果の概要は次のとおりであ

る。

�１ 第３種郵便物等についても通常郵便物全体と

同様に、その潜在距離は地理的距離の対数で上

限が設定されており、都道府県間の社会・文

化・歴史的なつながりによって短縮されている

と考えられる。

�２ オッズ比分解法により求められた５次元での

最適潜在構造にクラスター分析を用いて第３種

郵便物等の交流圏を推定した結果、基本となる

９個の交流圏が見いだされた。交流圏の数は時

点によって８から１３個の間で変化しているが、

各交流圏を構成する都道府県の数に時系列で継

続した大幅な変化はなかった。変化する場合、

北海道、南関東、信越、近畿または中国地方の

県がどの交流圏に所属するかということが大き

な原因となっている。東京を中心とする大きな

交流圏が一つ存在するということはなく、既存

の郵政局管内に近い交流圏が発見された。

�３ 第３種郵便物等の都道府県を単位とした地域

間交流状況の潜在構造は安定しているかどうか

をわが国全体についてみた結果、すべての時点

で潜在構造の変化がみられた。しかし、管内間

では構造変化のない年次もあることから、それ

らの時点では管内内部の構造が大きく変化して

いるものと考えられる。

�４ 回帰分析によって放出性および吸収性につい

ての要因分析を行った結果、人口が放出性およ

び吸収性の双方について時系列で一貫して有意

に影響を及ぼす要因であることがわかった。ま

図１３―５：発地の人口当たりの金融保険業事業所

数の効果

図１３―６：着地の人口当たりの金融保険業事業所

数の効果
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た特定の産業が第３種郵便物等の発信と受信に

関して一貫した影響を示していることが判明し

た。

今後の課題

今後、次のようなことを課題として取り組む必

要があると考えられる。

�１ 郵便物の種類別の特性の把握を更に進める

本件にかかる調査全体としてみると、通常郵便

物全体および今回の第３種郵便物等のデータにつ

いて分析を行ったところであるが、通常郵便物の

データは、先に述べたように、

・普通通常郵便物（内訳：第１種定形・第２種、

第１種定形外、第３種・第４種）

・特殊通常郵便物（内訳：書留としない速達通

常、電子郵便、書留通常）

に分けて把握されているところであり、それぞれ

のデータ区別ごとにサービスの内容が大きく異

なっていることから、それらの区別ごとに区分し

て分析し、特性を把握する。また、今回分析を

行っていない小包郵便物についても同様の作業を

行う。

�２ 物流、電話トラヒック等他のメディア等との

比較

交流圏、移動距離等について他のメディア等と

の比較を行い、郵便の特性を捉える。

�３ 相互に及ぼす影響の分析

郵便のサービスについては、今回の分析の対象

とした期間内にも電子郵便、カタログ小包といっ

た最新時点での調査の対象となっている新規の

サービスが開始されている。これらの新規のサー

ビスの開始によって、既存のサービスには今回の

調査研究に関係する範囲でどのような変化、例え

ば構造変化が生じたか等について、郵便サービス

相互間の作用についての分析を行う。

また、地域間の交流には、人口移動、物流、資

本移動、地域間産業連関、電話などの郵便サービ

ス以外の交流があることから、それらとの相互間

での影響についても、郵便を中心とした分析を行

う。

�４ 潜在構造分析における確率分布のパラメータ

の扱い方の検討

都道府県間の潜在構造の変化の分析の際、非常

に極端な構造変化が検出されているので、オッズ

比分解法の実際の推定段階における確率分布のパ

ラメータの推定に問題があるように思われる。確

率分布の二つのパラメーターのどちらかが最適化

の過程において０近辺になると収束が非常に遅く

なり、最適化が行われているかどうかはっきりし

ない。今後その影響を含めて推定方法や扱い方を

さらに検討する。

�５ オッズ比分解法の最適化作業の再検討

本稿の分析と平行して実施した通常郵便物全体

の分析の過程において、潜在構造の最適次元数の

選択のための試行が１０回では十分でない可能性が

あることが明らかになったことから、オッズ比分

解法の最適化作業の再検討を行う。

�６ 対象郵便物の特性をより反映した要因分析の

推進

分析対象となる各種郵便物の内容、利用の仕組

み、実態等の特性をより勘案した都道府県間の放

出性および吸収性の要因の検討を進める。
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ンと韓国、マレーシア、中国の人口移動への応用」東京工業大学大学院社会理工学研究科社会工学専

攻修士論文

柳川堯［１９８６］『離散多変量データの解析』共立出版株式会社

郵政省郵務局『あて地別引受郵便物数調査結果』
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